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[講演] 

地域ブランド化をめぐる課題と展開方向 
斎藤修（千葉大学園芸学部教授） 

この 2、3 年、量販店や外食企業では PB 化戦略が

かなり進行しており、それらの企業は今、よりよい

ものを確保し商品の差別化をするために、生産者段

階、圃場段階まで入り込もうとしている。産地はそ

ういった企業の PB 化戦略に対抗する独自の手法を

持ち、対等な関係でパートナーシップを結ぶかたち

での提案を行ってゆくべきである。 

そしてその手法の一つが、地域ブランド管理だ。

これに取り組むことにより、産地は企画提案力を持

ち、さらには取引先と相互の学習効果を図ることが

可能になり、パートナーシップの関係を築きやすい。

ビジネスが成立できる程度のマージンを確保し、資

材などについても取引先と結合できるような新しい

営農指導のあり方である。 

また、同時に本当に優秀な農家や法人については

トップブランドに近づけるマネジメントを行い、イ

ンセンティブをつけるような評価システムを構築し、

JA 離れを防ぐ。そして、ブランドレベルを階層化

してトータルなブランド管理と販売に取り組むこと

で、全体的な底上げを狙うことができる。 

JA におけるブランド管理とは 

ブランド管理は、単純な共販原理・平等原理から

脱け出し、階層化を行うところから始まる。まずは、

青果物とその加工品も含めた生産物を、品質で細分

化してピラミッドを構築する。そしてそれに、原

料・安全性・差別性・食味といったブランド要素

（条件）をあてはめてゆく。たとえばトップブラン

ドでは、原料の生産地域を限定し、安全面では特別

栽培であることを条件とする、といった戦略である。

そして、各レベルに合わせて取引先を選定し、販売

管理を行う。ここで大切なのは、もっともボリュー

ムのある部分をどのレベルに設定するかということ

である。大きなところで底上げができなければ、産

地の競争力に繋がっていかないからだ。 

JA のブランド化戦略のわかりやすい成功例に、

夕張メロンがあげられる。成功の背景には、①種苗

管理をきちんと行ったこと、②検査のために管理者

を育成し、かなり厳格な格下げを行ってきたこと、

③複数の販売チャネルを設定し、常に品薄状態にお

くような販売管理を行ってきたこと、④品質の低い

ものについては加工扱いにしてブランド・チャージ

をとり、末端まで自分たちで管理を行ってきたこと、

があげられる。そしてさらには、⑤適切なクレーム

処理。夕張メロンでは、消費者からきたクレームは、

市場対応ではなく、農協の中枢部が着実に処理して

いる。そうでなければ、産地がブランド管理をして

いるとはいえない。そして、⑥商標管理。文字商標

を持ち、更新も必要だ。そして、類似商品が出た場

合には告発すること。そのようにしてしっかりした

管理を行い、ブランドを守り維持していく努力が欠

かせない。 

ヨーロッパの品質表示制度を参考に 

ブランド管理においては認証制度が一つの大切な

要素であるが、日本では、県、経済連、あるいはそ

の他グループなど、さまざまな段階に認証団体があ

り、統一されていない。そのため、消費者にとって

は非常にわかりにくく、認証制度が販売につながら

ないということが大きな問題である。 

本当の地域特産品という意味で参考になるのは、

フランスや EU の品質表示制度である。フランスで

は統制原産地呼称制度（AOC）、農業ラベル制度

（LR）、有機農産物認証制度（AB）、品質適合認証

制度（CC）といった制度があり、自然、歴史、文化

などを含む「テロワール」（風土の味）の概念が尊

重され、産品の特質を品質として保証する制度が確

立されている。AOC は、現在、酒類 466 品目、乳製

品 45 品目、農畜産物 23 品目など、ほぼすべての食

品に適用されている。CC は、高品質生産というこ



JA-IT 研究会 第 17 回公開研究会（2006 年 11 月 11 日） 

2 

 

とではなく、やや品質が低くなるものの、比較的安

価で購入することができて普通の製品よりも品質が

よいというレベルである。CC には 224 の生産者団

体が参加し、LR の 3 倍近い生産額となっている。

フランスの品質表示制度は消費者の認知度が高く、

価格プレミアムが非常に明確で高い水準にある。 

加工品の認証制度の先進事例としては、北海道の

「道産食品独自認証制度」がある。これは、加工品

でトップブランドを構築するのではなく、大量生産

が可能なブランドを形成することを戦略とし、フラ

ンスの CC を模範としている。ブランド管理の体系

は、①原材料に関する基準（道産原料 100％で道内

に生産・製造加工施設を持つこと）、②生産情報に

関する基準（原材料や生産方法などの消費者への情

報の公開）、③安心に関する基準（HACCP にもとづ

く自主基準を設定し、8 段階評価では最低で段階 4

以上の評価が必要）、④品質特性に関する基準（特

別な原材料や生産方法、地域性と機能性など任意に

1 つ以上任意に申請し、第三者機関の確認を受けた

ものを食品の個性とする）、⑤官能検査に関する基

準（消費者の評価）、の 5段階をもっている。 

この認証システムの特徴は、道産品へのこだわり、

消費者への情報提供や安心の確保、食品の個性、食

味への消費者の参加にあり、第三者評価、衛生基準

で厳格性がある。しかし一方で、①対象とする品目

が増加し、それぞれについて認証委員会で評価する

ことは時間がかかること、②製品の販売が百貨店な

どでのギフトでの販売が中心となりやすく、量販店

での販売は制約されていることから販売額の大きな

増加とはなりにくいこと、③新たに道産原料使用の

食品登録が発足し、制度が複雑化したこと、などの

課題を抱えている。 

一般に、加工食品では大手企業が企業ブランドを

とる場合が多く、地域ブランドの認証に参加しない

可能性が高い。中小メーカーでも、すでに企業ブラ

ンドが確立されていれば参加してこないために、地

域ブランドのシェアが低くなり、消費者のブランド

認知度もあがらないことが懸念される。行政サイド

としては、地域ブランドに参加する企業を増加させ

販売促進機能を強めることを推進していく必要があ

る。 

地域団体商標と地域ブランド管理 

地域ブランドは商標登録がしにくく、識別機能の

低さが類似品を発生させ、ブランド管理の制約条件

となっている。これまで「地域＋商品名」という商

標は認められなかったが、最近、「地域内で一定の

周知性を有する」か、あるいは「商品名の表する商

品を生産等する者の最低過半が加入している団体で

あること」で検討がなされてきた。商標法の改正点

はいくつかあるが、その中で、出願者が「事業協同

組合等の特別の法律により設立された組合」に限定

されたことに関しては、少し問題があると考えてい

る。これは、農業サイドでは農業生産法人や任意組

合などが排除され、JA に独占化の条件を与える結

果となり、たとえば、比内地鶏ではこれまでブラン

ド形成に努力してきた企業が申請できず、後発の

6JA が申請しようとしている。地域ブランドの政策

は、品質水準を高く保ち、また特異的な生産システ

ムをとる地域を保護する必要性から発生しているこ

とからすると、経営努力をしてきた主体の役割を評

価すべきである。そして、地域内に存在する複数の

ブランド管理主体をとりまとめ、統一的に管理や調

整を推進する主体の形成も必要となるだろう。 

【2日目総合討論から】 

坂本（JA ちばみどり）：私たちは約 60 品目の野菜

を出荷しているが、将来的にはそのすべてをブラン

ド化したいと考えている。ただ、いくら産地でブラ

ンドを設定しても、相手が認めてくれなければ成立

しない。もし、てっとり早くブランドを成立させる

方法があれば、ぜひ教えていただきたい。 

斎藤：てっとり早い方法となると、やはりクラスタ

ーをつくることではないだろうか。つまり、取引先

をあらかじめ引っ張り込んでおいて、持っている情

報を共有しながら製品開発を行う。クラスターの能

力はそれだけではないが、まず速攻という意味にお

いては有効な手段だと思う。 
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